
連 結 注 記 表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

当社グループは、前連結会計年度において、重要な親会社株主に帰属する当期純損失を計
上し、当連結会計年度においても、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期
純損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお
ります。
当社グループは、当該状況を改善・解消すべく、以下のとおり、安定した収益の確保のため

に事業資金の有益な活用及び徹底したコスト管理を行うことで対応してまいります。
当社は、以下の収益貢献と運転資金の管理を行い、上記状況の早期脱却を図ってまいりま

す。
（1）既存事業

国内不動産事業におきましては、引き続き、１棟50百万円～100百万円程度の中古アパート
メント等の小型物件を仕入れ、コンバージョンした上で資産運用不動産として業者に売却い
たします。
また、収益不動産用地を取得し、新築アパートメントを建築後または建築中に売却いたし

ます。土地取得資金と建築費用の総額で100百万円程度を想定しております。本事業スキー
ムにおける期間は、１物件当たりの取得から売却までのサイトを１ヶ月～６ヶ月を想定して
おります。
鳥取カントリー倶楽部につきましては、来期（2021年３月期）も営業努力による、売上高

及び営業利益の増加を目指してまいります。
（2）新規事業

2019年12月27日開示の「第三者割当による新株式の発行及び第11回新株予約権の発行並び
にコミットメント条項付第三者割当契約締結、主要株主である筆頭株主の異動に関するお知
らせ３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の使途」に記載の新
規事業からの収益の獲得を目指してまいります。ただし、新型コロナウイルスの世界的な流
行による社会・経済活動への影響もあることから、投資先・投資時期等を再検討することも
視野に入れながら、事業を進めてまいります。
なお、新規事業の一環として、感染予防対策用の除菌水の卸売などの新事業にも取組んで

まいります。また、今後も様々な情報収集に努め、新たな企業及び事業の投資先候補の発
掘・選定を行い、新規事業の開拓を行ってまいります。

（3）財務の安定化
業務効率化による諸経費の削減等、安定的な収益に見合った組織体制・コスト構造への転

換を進め、これまでの貸付金等の個別債権の早期回収を図ると共に、新株予約権の行使等、
必要に応じて新たな資金調達を検討することで財務の安定化を図ってまいります。
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しかしながら、上記のすべての事業が計画通り実現するとは限らず、これらの対応策の実
現可能性は、市場の状況、需要動向、他社との競合等の影響による成果を負っており、資金
調達や事業計画の達成如何にも左右されるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められます。
なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

鳥取カントリー倶楽部株式会社

SUN GREEN POWER ENERGY PTE. LTD.

サンエステート株式会社

サンエナジー株式会社

ランド･ベスト株式会社

マース株式会社

HOKUSAI.260株式会社

漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任事業組合

当連結会計年度より、新たにマース株式会社、HOKUSAI.260株式会社を設立したことによ
り、同社を連結の範囲に含めております。
また、漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任事業組合へ出資したことから連結の範囲に

含めております。

(2) 非連結子会社の数 １社

非連結子会社の名称

一般社団法人鳥取カントリー倶楽部

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等はい

ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
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(1) 持分法適用の関連会社

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の非連結子会社

　 該当事項はありません。

(3) 持分法非適用の非連結子会社の数 １社

持分法非適用の非連結子会社の名称

一般社団法人鳥取カントリー倶楽部

（持分法を適用しない理由）

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用の範囲から除外しております。

　

(4) 持分法非適用の関連会社の数 ２社

持分法非適用の関連会社の名称

株式会社グローバルウォーカー

Trang Biomass Co., Ltd.

（持分法を適用しない理由）

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

　

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任事業組合をのぞき、連結決算

日と一致しております。なお、漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任事業組合の決算日は12月

31日であります。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ａ 満期保有目的の債券

償却原価法を採用しております。
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ｂ その他有価証券

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

　

② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

ａ 販売用不動産 個別法

ｂ 商 品 主に総平均法

ｃ 貯 蔵 品 最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ａ 建物及び構築物 ２～48年

ｂ 機械装置及び運搬具 ２～５年

ｃ 工具、器具及び備品 ３～20年

② リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 無形固定資産

　ソフトウエア

　社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

のれんの償却方法及び償却期間

20年間の定額法により償却しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(4)重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により、円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

販売用不動産 56,350千円

土地 290,850千円

計 347,200千円

②担保に係る債務

短期借入金 480,000千円

2．資産から直接控除した貸倒引当金

(1)流動資産

受取手形及び売掛金 26千円

前渡金 150,000千円

短期貸付金 380,000千円

その他（未入金） 1,335千円

(2)固定資産

その他（長期滞留債権） 704,697千円

その他（破産更生債権） 21,326千円

2. 資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産

有形固定資産 146,343千円

　建物及び構築物 88,315千円

　機械装置及び運搬具 9,551千円

　工具、器具及び備品 14,851千円

　リース資産 33,625千円

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の総数に関する事項
(単位：株)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 56,013,244 10,500,000 ― 66,513,244

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
新株の発行による増加 10,000,000株
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 500,000株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

該当事項はありません。

　

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

目的となる株式の種類及び数

普 通 株 式 14,930,000株
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Ⅴ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主として流動化・証券化ビジネスを行うための資産を確保するとい
う目的のもと、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は、預金
として保有しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して
おり、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

主に業務上の関係を有する企業の市場価格のない株式等であり、発行体の信用リスクに
晒されております。借入金は主に販売用不動産及び投資不動産の購入に必要な資金の調
達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リス
クに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジして
おります。
デリバティブ取引は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ
ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関
する事項」に記載されている「デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価基準
及び評価方法」をご覧下さい。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、リスク管理規程及びその他細則に従い、営業債権、投資有価証券、
長期貸付金について、管理本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引
相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。満期保有目的の債券は、運用資産管理規程及びその他
細則に従い、信用リスクを管理しております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するため

に、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。
当社グループの連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される

金融資産の貸借対照表価額により表わされています。
② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワッ
プ取引を利用しております。
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状
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況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係
を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、管理本部で個別に取引を行い、記帳及び契約先と残高

照合等を行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更
新することにより、流動性リスクを管理しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含めておりません((注２)を参照下さい。)。

(単位：千円)
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 94,075 94,075 －

(2) 短期貸付金 27,000 27,000 －

(3）長期貸付金 125,000 124,485 △514

資産計 246,075 245,560 △514

(1) 短期借入金 480,000 480,000 －

(2) １年内返済予定の長期借入金 19,467 19,467 －

(3) 長期借入金 52,570 48,823 △3,746

負債計 552,037 548,290 △3,748
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2) 短期貸付金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。ま

た、貸倒懸念債権につきましては、個別に計上している貸倒引当金を控除した金額を記載しております。

(3) 長期貸付金

元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっており

ます。

負 債

(1) 短期借入金

支払期間が短期間のため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) １年内返済予定の長期借入金

支払期間が短期間(１年以内に支払い)のため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっており

ます。

(注２)長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 ― 13,122 9,094 7,364 6,648 16,342
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Ⅵ. 賃貸等不動産に関する注記
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、千葉県夷隅市大多喜町において、太陽光発電事業用の土地を有しておりま

す。

2. 賃貸用不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変更並びに決算
日における時価及び当該時価の算定方法

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当期首 当期増減額 当期末残高

290,850 ― 290,850 290,850

（注）時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算出した金額（指標等を用いて調整を行ったも

のを含む。）であります。

3. 賃貸等不動産に関する損益
当該賃貸等不動産に係る損益は、50,954千円（賃貸等収益は売上高に、賃貸費用は売上原価

に計上）であります。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 16円 08銭

１株当たり当期純損失 30円 62銭

Ⅷ 重要な後発事象

2020年４月１日以降、2019年12月27日当社取締役会決議の第11回新株予約権の行使がありまし

た。

このことにより、以下のとおり、発行済株式総数、資本金等が増加しております。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年４月１日
～
2020年７月13日

3,500,000 70,013,244 124,250 3,309,546 124,250 3,174,533

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

当社は、前事業年度において、重要な当期純損失を計上し、当事業年度においても、重要な
営業損失、経常損失、当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
状況が存在しております。
当社は、当該状況を改善・解消すべく、以下のとおり、安定した収益の確保のために事業資

金の有益な活用及び徹底したコスト管理を行うことで対応してまいります。
当社は、以下の収益貢献と運転資金の管理を行い、上記状況の早期脱却を図ってまいります。
新規事業の一環として、新型コロナウイルスの世界的な流行による社会・経済活動への影響

を鑑み、感染予防対策用の除菌水の卸売などの新事業に取組んでまいります。また、今後も
様々な情報収集に努め、新たな企業及び事業の投資先候補の発掘・選定を行い、新規事業の開
拓を行ってまいります。
一方で、業務効率化による諸経費の削減等、安定的な収益に見合った組織体制・コスト構造

への転換を進め、これまでの貸付金等の個別債権の早期回収を図ると共に、新株予約権の行使
等、必要に応じて新たな資金調達を検討することで財務の安定化を図ってまいります。
しかしながら、上記の事業が計画通り実現するとは限らず、これらの対応策の実現可能性

は、市場の状況、需要動向、他社との競合等の影響による成果を負っており、資金調達や事業
計画の達成如何にも左右されるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提

に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書に反映しておりません。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② 満期保有目的の債券

償却原価法を採用しております。

③ その他有価証券
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時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

　

(2) デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

　

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 販売用不動産 個別法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

① 建物 10～48年

② 工具、器具及び備品 ３～20年

　

(2) 無形固定資産

　ソフトウエア

　社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

1.資産から直接控除した貸倒引当金

(1)流動資産

前渡金 150,000千円

短期貸付金 380,000千円

その他（未収入金） 1,335千円

(2)固定資産

その他（長期滞留債権） 482,035千円

その他（破産更生債権） 21,326千円

2. 資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産

有形固定資産 5,741千円

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

　

3. 保証債務

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

鳥取カントリー倶楽部株式会社 54,965千円

　

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 40,000千円

長期金銭債権 176,756千円

短期金銭債務 104,571千円

5. 取締役、監査役及に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 27,000千円

長期金銭債権 125,000千円
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Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 13,872千円

営業外取引

　営業外収益 2,118千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び総数

該当事項はありません。
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 782,063

関係会社株式評価損 470,104

会社分割による関係会社株式評価損 11,618

出資金評価損 851

貸倒引当金 316,411

その他 10,728

小計 1,591,778

評価性引当額 △1,591,778

合計 －

繰延税金負債

投資事業組合運用益 △5,313

小計 △5,313
繰延税金負債の純額 △5,313

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

1. 関連会社等

（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

鳥取カントリー

倶楽部株式会社

所有

直接 100.0%

資金の貸付

債務保証

役員の兼任

資金の貸付(注1)

銀行借入に対する債務

保証

4,552

54,965

長期貸付金

―

33,756

54,965

SUN GREEN POWER

ENERGY PTE.LTD.

所有

直接 100.0%

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付(注1) 143,000 長期貸付金 143,000

サンエステート

株式会社

所有

直接 100.0%

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付(注1)

　 （注2）

－ 長期滞留債権 399,500

サンエナジー

株式会社

所有

直接 100.0%

役員の兼任 事業譲渡

借入金に対する担保

の提供

100,000

290,850

未払金

短期借入金

土地

95,000

400,000

290,850

ランド･ベスト

株式会社

所有

直接 100.0%

資金の貸付 資金の貸付(注1) 61,000 短期貸付金 40,000

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1. 資金の貸付及び借入については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。

2. 下記のとおり子会社への債権に対する貸倒引当金を計上しております。

会社名 貸倒引当金

サンエステート株式会社 432,035千円

　2. 役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

属性
会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等(当該
会社等の子会
社をふくむ)

前田健司 2.04 当社取締役 資金の貸付(注1)

利息の受取(注1)

担保株式の受入(注2)

52,900

125,000

1,305

103,874

短期貸付

長期貸付

未収利息

―

27,000

125,000

－

－

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1. 資金の貸付及び借入については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。

　 2. 取引金額は担保株式の時価で記載しております。

Ⅷ．１株当たり情報の注記

1. １株当たり純資産額 17円 87銭

2. １株当たり当期純損失 32円 56銭

Ⅷ 重要な後発事象

2020年４月１日以降、2019年12月27日当社取締役会決議の第11回新株予約権の行使がありまし

た。

このことにより、以下のとおり、発行済株式総数、資本金等が増加しております。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年４月１日
～
2020年７月13日

3,500,000 70,013,244 124,250 3,309,546 124,250 3,174,533

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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